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■国内経済

20年9月のリーマンショック以降、急速に悪化
GDPの推移 鉱工業生産指数の推移
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（備考）年率換算の実質季節調整系列の前期比。
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企業収益の推移 日経平均株価の推移
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■県内景気動向

日銀短観
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全国 沖縄

（業況判断DI：良い－悪い）

18年17年

（備考）19年3月調査より対象企業が見直されたため、それ以前とは不連続。
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県内景気は後退しつつある

失業率の推移
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■観光

入域観光客数は足元前年を下回って推移

入域観光客数および観光収入の推移
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■建設

新設住宅着工戸数は改正建築基準法施行の反動で増加

新設住宅着工戸数の推移
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■21年3月期決算概況①

コア業務純益はほぼ前期並の水準を確保

－147488業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

－12－120うち国債等債券損益

（備考）1.「コア業務純益」＝「一般貸倒引当金繰入前業務純益」－「国債等債券損益（5勘定尻）」

02323うち有価証券利息配当金

＋5249244うち預 貸 金 収 支

－52126うち役務取引等利益

－18687コ ア 業 務 純 益

210

299

20年3月期

＋2212経 費

(億円)
20年3月期比

21年3月期

－13286業 務 粗 利 益
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■21年3月期決算概況②

貸出資産健全化の進展により与信費用が減少し当期純利益増加

－57360不良債権処理額（①＋②－③）

＋233613貸 出 金 償 却 等 ②

＋385償 却 債 権 取 立 益 ④

＋33330貸倒引当金戻入益③

－47047貸倒引当金繰入額①

－34－38－4有価証券関係損益

－59－455与信費用（ ① + ② - ③ - ④ )
（備考）1.「貸倒引当金繰入額」「貸倒引当金戻入益」はそれぞれ一般貸倒引当金・個別貸倒引当金の合計。

2.「有価証券関係損益」は、債券関係損益（5勘定尻）と株式関係損益（3勘定尻）の合計。

13

29

87

20年3月期

＋2033当 期 純 利 益

－1613経 常 利 益

(億円)
20年3月期比

21年3月期

－186コ ア 業 務 純 益
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■コア業務純益

コア業務純益の推移
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コア業務純益前年同期比増減要因
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■貸出金

法人向け・個人向けともに前年比増加

個人ローン残高の推移

644 619 593 573 586

3,053
2,685 2,784 2,903 2,977

3,697

3,304 3,378 3,476 3,564
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その他個人ローン 住宅ローン

事業性貸出

1,936 1,900 1,754 1,741 1,687

1,668 1,715 1,893 2,054 2,044

1,307 1,156 1,185 1,166 1,167

977
741 672 689 779

1,077
1,122 1,415 1,521 1,535

6,967
6,635 6,922

7,174
7,214
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各種サービス業 不動産業

卸売・小売業 建設業
その他業種

17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末
証券化による影響 ▲263 ▲760 ▲666 ▲575 ▲494

貸出金残高の推移

4,815 4,372 4,569 4,777
4,949

5,546

5,181
5,414

5,675 5,732

811

951
1,211

1,178 1,151

11,833
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11,195
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（備考）個人事業性貸出の取り扱いが異なることなどから、
　　　　右グラフ上下の合計と左グラフは一致しない。
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■預金・預かり資産

預金は増加基調を継続、投資信託は減少

預金残高の推移

1,092 1,028 1,098 970 979

9,6599,4609,1179,0749,173
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（備考）個人年金保険は契約額の累計。

預金と預かり資産の合計残高の推移
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     0

（備考）預かり資産は、投資信託・個人年金保険（契約額累計）・国債の合計。
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■経費

IT関連投資や店舗新設費用の増加等により微増

職員数の推移

1,244 1,203 1,189 1,192 1,203

427 448 488 504 489
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（備考）「コアOHR」＝「経費」÷「コア業務粗利益（証券化益を除く）」
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■不良債権処理額

不良債権処理額の推移
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合計

（備考）「不良債権処理額」は、償却債権取立益控除前の与信費用。

貸出資産の健全化が進展し低水準に収まる
地価の推移
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■開示債権

債務者区分の良化を主因に大幅減少

金融再生法開示債権の推移
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■有価証券関係損益

株式市況の悪化等に伴い有価証券の減損処理を実施

有価証券関係損益の推移
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国債等債券損益：▲12億円

リーマンブラザーズ社債減損：▲9億円

投資信託実現損：▲4億円 ほか

株式等損益：▲25億円

上場株式減損：▲16億円

ETF減損等：▲9億円
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■当期純利益

与信費用の減少により増益

当期純利益前年同期比増減要因
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■自己資本比率

利益の積み上げ等により上昇
税効果依存度の推移
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自己資本比率の推移
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（備考）19年3月末に自己資本比率算定に係る制度（BIS基準）が変更された。

340億円（405億円）一部返済額（時価）

Ｈ18.10.11一部返済日

－公的資金優先株式の状況－

1,150円現在の転換価額

Ｈ22.10.1一斉転換日

60億円現在残高

400億円当初発行総額
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■22年3月期業績の見通し

当期純利益は前期並みを見込む

08686コ ア 業 務 純 益

1%台1.65%開 示 債 権 比 率

21年3月期比
22年3月期
予想

21年3月期
実績

＋385113経 常 利 益

－8390398経 常 収 益

＋23533当 期 純 利 益

（単位：億円）
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■中期経営計画 “CHALLENGE 51”
中期経営目標：「課題解決機能を発揮して成長する新たなビジネスモデルの確立」

～新たな成長戦略の展開～

計画期間：平成19年4月～22年3月

問題解決型金融機能の強化

地域の企業や個人の課題を発見し、解決することで県内
の預貸シェアを高め、県内リーディングバンクとしての
地位を不動のものとします。さらに、役務収益の増強を
図り、安定した収益構造を確立します。

新しい銀行イメージの構築

従来固定的であった銀行業のスタイルを新しい視点で見
直し、新しい銀行イメージをお客様のみならず、行員に
対しても浸透させていきます。

持続的成長を支える経営体制の構築

資本効率を高め、企業価値の向上を図るとともに、実効
性の高い法令等遵守態勢の確立、地域社会・環境などに
配慮する社会的責任経営に取り組みます。

基本戦略基本戦略 主要施策主要施策

預貸取引の開拓・深耕による顧客基盤の拡大

新金融サービスの拡大・強化

チャネル戦略の新展開

伝統的業務プロセスの再構築

選ばれる銀行ブランドの確立

働きがいのある人事制度の構築

統合的リスク管理態勢の構築

市場運用力の強化

法令等遵守体制の強化

企業の社会的責任への取り組み
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■主要施策“顧客基盤の一層の拡大①”
多様なニーズに応え、顧客基盤の一層の拡大に取り組みます。

事業性融資先数の推移 事業性自動審査等融資残高の推移
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48

5

3
16 13 6 2

15 32
49
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17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

(億円)
速マル（保証協会保証付）
順風満帆（　　〃　　）
ベストサポーター
スーパーハーリーほか6商品計

8,883
8,725

9,448

9,926

9,232

8,500

9,000

9,500

10,000

17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

(先)

新たな手法によるご融資への取り組み 中小企業のみなさまにスピーディーなご融資対応

第三者保証人不要

スピード回答！

クレーンを担保にしたご融資（動産担保融資）の事例

琉球銀行
お取引先
県内最大級の
クレーンを多数保有

大型トラッククレーンを担保に提供

動産評価等の

コンサルティング

業務委託契約

クレーン評価

動産担保ご融資
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■主要施策“顧客基盤の一層の拡大②”
インターネットの活用などにより、便利なサービス・機能を充実させます。

インターネットバンキング会員数が増加 インターネットでのお取引が充実

53,223

13,202

18,169

31,263

3,237

3,933

4,706

2,460

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

(人)

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（先）

インターネット・モバイルバンキング

法人向けEB（右目盛）

創立60周年記念商品の発売 多様な住宅ローンニーズに対応

16年 3月 働く女性の住宅ローン”Anju”発売
17年10月 “エコハウス住宅ローン”発売
18年 7月 移住者向け”セカンドステージローン”発売
18年10月 サポート8(3大疾病＋5つの慢性疾患保障）取扱開始

20年1月 「住宅ローンアドバイザー」資格試験
「最優秀団体賞」受賞

20年 3月 証券化型住宅ローン発売

20年 4月 長期固定金利型商品発売

20年 5月 地銀住宅ローン共同研究会に参加
20年10月 新特典「Club Off for Anju」提供開始
20年12月 新特典「Club Off for ハッピーエブリデイ」開始
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■主要施策“新金融サービスの拡大・強化”
問題解決型金融サービスを提供し、お取引先企業とともに成長します。

M&A、コンサルティング等契約受託件数 20年5月「地域力連携拠点」に選定される

琉球銀行

拠点連携

事業承継支援

創業・
再チャレンジ支援

経営力の向上支援

県産業振興公社

りゅうぎん総研

他地域拠点経営支援・

課題解決等

相談・

等
パートナー

連携

共同事業

1

24

20

8

2

0

5

10

15

20

25

30

17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期

（件）

事業承継

事業譲渡・買収

合併・会社分割

株式交換 など

地
域
の
小
規
模
企
業
等

経営課題

連携

外部機関・他支援機関

「地域密着型金融に関するシ
ンポジウムin沖縄」において、
沖縄総合事務局から顕彰され
る （H21.2.4）

地域密着型金融の優れた事例として県内唯一の顕彰

地域密着型金融として特に先進
的な取組み等を行なっている地
域金融機関を年1回顕彰するもの

事業承継アドバイザリー

組織再編を活用した事業承継対策スキーム例

A社株売却

代金支払
（子会社化）

新会社設立
出資

現在の
A社株主

現在の
A社株主ご提案

サポート

A商事
（新会社）

A社
（既往会社）

次世代
の株主

次世代
の株主

弁護士・
税理士等

連携

琉
球
銀
行

スキーム

株式買取代金

ご融資
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■主要施策“チャネル革命”
身近な店舗で、高度で安心なサービスをご提供します。

余剰空間を活用した新サービスの提供

18年12月 嘉手納支店新築移転

19年11月 南風原支店新築移転

19年12月 那覇新都心支店開設

営業力強化のためのチャネル革命 相談スペースを充実させた店舗レイアウトの展開

貸金庫設置店舗

松尾支店、石嶺支店、那覇ポート出張所、商業団地支店
コザ支店、普天間支店、名護支店、与那原支店
宮古支店、八重山支店、南風原支店、那覇新都心支店

住宅ローン相談カー「ハローバンク1号」の導入

お客様のところに出向
き店舗同様の相談サー
ビスをご提供します。

車両内に相談カウン
ターを設置してゆっく
りご相談いただける仕
様となっています。

ハローバンク1号

目的 営業力の強化を図るため、
①効果的な営業体制の構築と、
②顧客利便性向上による競争力強化
に資するチャネル戦略を実行する

計画
期間

平成21年～22年

主な
内容

・ブロック制度の導入
・店舗開設
・営業要員・融資要員の追加配置
・ダイレクト・チャネルの強化 など
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■本資料について

本資料に係るお問い合わせ先

株式会社 琉球銀行 総合企画部

Tel ：098-860-3787
Fax ：098-862-3672
e-mail ：ryugin@ryugin.co.jp

本資料は、お断りのない限り単体ベースのデータとなっています。

本資料は、公表データの作成要領に基づき、項目ごとに単位未満切捨てで表示しているため、
項目ごとの値と合計とが合わない場合があります。また、前期比等の増減値は表上の値から
算出し、増減率等の比率は原数値により算出した値を四捨五入で表示しております。

本資料には、当行に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する情報（将来情報）が
含まれています。これら将来情報は、あくまで平成21年5月14日現在において入手可能な情
報に基づいて判断されたものであり、将来の業績等を保証するものではありません。また、
将来情報の記述には一定の前提・仮定を使用しておりますが、かかる前提・仮定は客観的に
は不正確であったり、将来実現しない可能性があります。その原因となるリスクや不確実性
には様々なものが含まれますが、その詳細については当行の決算短信や有価証券報告書等を
ご参照ください。なお、当行は本資料に含まれる将来情報の更新はいたしません。
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